
岡山県地球温暖化対策実行計画

暮らしやすい岡山であり続けるために
県民・事業者・行政がカーボンニュートラルの実現に向けた取組を進めるため、

新たな目標を定めるなど、計画を改定しました。

岡山県も 温 暖 化 しています

地球温暖化対策とは

地球温暖化対策には「緩和」と「適応」が必要

温室効果ガスの増加

緩 和

緩和策

適応策

緩和策

適応策

化石燃料の使用による
二酸化炭素の排出等

温室効果ガスの排出を減らす

気候の変動
気温上昇、降雨パターンの変化、

海面水位の上昇など

気候変動の影響
生活、社会、経済、自然環境への

影響

概 要 版 （2023 年 3 月改定）

岡山では年平均気温が 100 年あたり約 1.3℃上昇しています。地球温暖化対策を行わない場合、21 世紀末には 20 世紀末
に比べ気温が約 4.3℃上昇するとの予測もなされています。
人間活動による二酸化炭素（CO₂）等の温室効果ガスの排出量の増加により、近年急激に気温や海水温が上昇するなど、地
球温暖化が進行しています。すでに、自然災害の激甚化、熱中症の増加、農林水産業への影響などが生じており、将来その
影響が大きくなるとの予測がなされています。

地球温暖化の原因とされる温室効果ガスの排出量を削減する取組である「緩和策」と、気温上昇により顕在化している影響や、今後
避けられない影響に対して被害を防止・軽減する取組である「適応策」の２つがあります。

岡山県の地球温暖化対策の取組

県民に期待される取組

県民や事業者の皆さまには、次のような取組をお願いします。

事業者に期待される取組

気候変動による影響は既に現れており、また将来にも影響を及ぼすことが予測されています。これらの影響に対処し、被害を少なくする
取組（適応）が重要です。県内における気候変動による影響の現状や地域の特性等を踏まえた上で、県が取り組むべき項目を整理しました。

問い合わせ先　岡山県環境文化部環境企画課新エネルギー・温暖化対策室　TEL:086-226-7298

省エネ家電の導入 太陽光発電設備の導入

など
公共交通機関等の利用 森林の適正な管理等による

CO₂の吸収

適 応 気候変動の影響に対処し、被害を少なくする

農作物の高温耐性品種の導入 堤防や洪水調整施設の整備

など
ハザードマップの確認 熱中症予防や対処法の普及啓発

計画本編はコチラから

分野

農業
林業
水産業

・農作物の収量低下、品質低下
・病害虫被害の拡大
・水産資源の分布変化

電気等のエネルギーの
節約や転換

住居

移動

食

衣類、ファッション

再生可能エネルギー由来電気への切り替え
省エネ家電の導入
宅配サービスをできるだけ一回で受け取る

太陽光パネルの設置、省エネリフォーム
省エネ住宅の選択

公共交通機関の利用
カーシェアリングの利用

食事を食べ残さない
旬の食材、地元の食材を取り入れる

今持っている服を長く大切に着る
環境に配慮した服を選ぶ

・気候変動に対応した品種や技術の開発と普及
・松くい虫被害拡大への対応
・漁獲状況の把握と、漁場環境のモニタリング調査

自然災害・沿岸域

・洪水を起こしうる大雨事象の増加
・高潮・高波による浸水リスクの増大
・土砂災害の激甚化・頻発化

・既存施設の整備・管理や機能強化の推進
・防災教育、啓発による防災意識の向上
・「流域治水」（流域に関わるあらゆる関係者が協働して水災
　害対策を行う考え方）の推進

健康 ・熱中症による救急搬送者数の増加
・大気汚染物質の濃度変化

・熱中症予防の普及啓発、注意喚起
・光化学オキシダント等の濃度の常時監視、注意報等の発令

影響の現状・将来予測 適応策

省エネルギー化など、脱炭素化に寄与する技術・製品・サー
ビスの開発・提供

省エネルギー設備、太陽光発電等再生可能エネルギー利用設
備の導入

事業継続計画の策定

適応ビジネスの展開

渇水対策

防災対策

熱中症対策

蚊媒介感染症対策

日頃からの節水
雨水の有効利用

天気情報の把握
ハザードマップ、避難経路の確認

こまめな水分補給
エアコンの適切な利用

不要な水場の撤去
虫除けスプレー等の昆虫忌避剤の使用

適応策




